
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

＜秋津事務所＞ 

秋津町４－39－71  

 

 
＜青葉事務所＞ 

青葉町 2－28－6  

 

 

参加された保護者からは「子

育てへの世間の目の冷たさを

感じる」「手を差しのべてもら

いながら、楽しみながらみん

なで子育てしたい」とのお話

がありました。 

子育てしづらい社会で、自分

を責めて泣けてくる事もある

と聞き、涙が出そうになりま

した。そんな時に「どうした

の？」「大丈夫？」と、ちょっ

と周りの声かけがあるだけで

も違います。 

少子化は個人の問題ではな

く、社会の問題です。 

ところが行政は「人口減少時

代への突入」という言葉でま

とめてしまい、まるで他人事

です。 

東村山の実態を知り、実態に

即した施策の展開が必要で

す。 

活動報告・今後の日程 

２月２２日 秋津後援会 

新春の集い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮本 徹衆議院と尾崎あや子都

議会議員も参加。皆さんと一緒

に歌をうたいながら和やかに。 

市民に寄り添った政治を市政・

都政・国政で力を合わせて実現

させましょう。 

 

毎週木曜日 朝７時～８時 

 

 

 

 

 

 

秋津駅前と新秋津駅前を各週

で、朝の定例宣伝を行っていま

す。チラシを受け取ってくださ

る方が増えています。 

新型コロナウイルスの感染拡

大を口実に、憲法に「緊急事態

条項（※）」を入れる改憲を求

める声が強まっています。こ

れは、憲法９条への自衛隊明

記とともに出されていた４本

柱の１つです。 

安倍首相は「私自身の手で改

憲を成し遂げる」と、ことある

ごとに言います。 

憲法第９９条：天皇又は摂政及び

国務大臣、国会議員、裁判官その

他の公務員は、この憲法を尊重し

擁護する義務を負ふ。 

 

擁護とは、「危害・破壊を加え

ようとするものから、かばい

守ること」という意味であり、 

安倍首相の行動は、憲法に反

するものではないでしょう

か。 

全国で、安倍首相の下での改

憲発議に反対する署名が始ま

っています。 
 

※緊急事態条項：大規模災害など

の際、法律ではなく閣議決定でル

ールを決めてしまおうとするも

の。戦時も「有事」に拡大する意

見もあります。その時の権力者だ

けに権限をゆだねる事は、大変危

険であると言えます。 

市立中学校体育館に 

空調設備の設置費用 
各校の教室や体育館の温度を

計って回り、長年要望をし続け

てきた共産党市議団です。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東村山民報 ２０２０年３月号外  

山田たか子 活動紹介です。 

◇東村山民報社◇ 小松恭子 東村山市美住町１－２－５ 

２０１９年３月市議会で採択された 

「秋津駅南北通行券等の検討を求める陳情」

に対する、東村山市からの回答が来ました。 

 

北口にお住まいのご高齢の方で、買い物・通

院・金融機関・公共交通等の利用のために南

口へ回る際、高齢のために踏切まで回って行

く事が困難となり、駅入場券を購入して駅構

内を往来して生活をしている方の切実な要望

です。 

 

 

市は、東部地域包括支援センターの聞き取り

や、障がい者団体等の要望、２０１７年実施

の「地域福祉計画意向調査」等のアンケート

結果には、そうした要望が無く、通行券発行

や入場券補助を行う状況にはない、との回答

でした。 

 

これは秋津地域全体の要望ではありません。

北口の一部の方の要望です。そこの地域の聞

き取りをせず、「要望が無い」というのは、あ

まりにも不誠実ではないでしょうか。 

 

今後、担当部署との懇談を設ける予定です。

ぜひ、みなさまご参加ください。 

３月の市議会では、市営有料駐輪場の条例改

定案が出されています。 

２０２１年度、市内すべての市営有料駐輪場

を、ひとつの民間事業者に一括して運営管理

を任せる方針です。 

また、その利用料金は事業者が市の確認を得

て決定するとされ、料金設定は現在の２倍を

上限額としています。 

  一例として――― 

一時利用：１回１００円→２００円 

定期利用：１か月２０００円→４０００円 

生活の一部である駐輪場。市営だからこそ、

住民の福祉や生活にしっかりと寄り添う事が

できるものであり、値上げを認めることはで

きません。 

「市民サービスの向上」のために、民間事業

者の力を活用していくという東村山市の方針

は、安倍政権が強くすすめる方針（経済財政

運営と改革の基本方針）そのものです。 

市の財政負担軽減の為だと言いますが、本当

に民間に委託することが安上がりにつながる

のでしょうか。 

今後も多くの事業が検討されて行く中、市職

員の技術や知識は積み重ならず、行政のチェ

ック機能が働かなくなる恐れがあります。営

利を目的とする民間運営が、市民の暮らしに

大きく関与する事が予想されます。 

私たち日本共産党市議団は、市民生活に寄り

沿った市政運営を守るよう、強く求めていき

ます。 

✤ツイッター           ✤フェイスブック  

 


